
この「ヘイトにNO!」
署名を地域や職場で
広げてください。

署名用紙の送付先
平和フォーラム
〒101-0062　東京都千代田区
神田駿河台 3-2-11　連合会館 1F

オンライン署名
https://www.
change.org/
NoHate2026

賛同金・カンパはこちら。
賛同金は団体・個人
一口1,000円です。

賛同金・カンパの送金先
中央労働金庫 本店営業部
普通 6131229
フォーラム平和・人権・環境
事務局長　谷雅志

  全国各地で開かれる
「ヘイトにNO!
　全国キャンペーン」
  関連企画に参加してください。

全国キャンペーン共同連絡先
▶平和フォーラム
　office@peace-forum.top
▶移住連
　smj@migrants.jp
▶中小労組政策ネットワーク
　chushorosonet@gmail.com

SNSでの
拡散もお願いします！

詳細はこちら
▶https://      r.net/
　2026/02/13/action/

gjh

NO!NO!
ヘイトに

全国キャンペーン

　しかし、ほんとうにそうでしょうか。

　2025年7月の参議院選挙を前後して、いわゆるヘイト言動が大きくなりました。

　そしてそのヘイトは、ほとんどすべてがウソやデマによるものです。ヘイト扇動の渦中に、ある埼玉
県会議員は、メディアで「多文化共生は求めない」と広言しました。

　また、参議院選挙の結果として、デマやウソによるヘイトをまきちらす政治勢力が国会で議席を得た
ことで、あたかも「多文化共生を求めない」という声が多数であるかのような印象がつくられ、自民党
の総裁選挙の際にも「外国人問題」が論点として注目されました。そして 10月に成立した高市政権では
「外国人規制」を打ち出しています。

　違いを尊重し合う社会、人権や労働者の権利が尊重される社会、差別のない社会、多様性を認め合う
社会、そして誰ひとり取り残されることのない社会を、私たち一人ひとりが求めていることを形にしま
しょう。

てきた人びとの活動で成り立っていること
は、実は誰もが知るところでしょう。

　私たちはすでに国籍や民族がちがう人々と

　今この社会がさまざまな国や地域からやっ

取り残されることのない社会、よりよい多
民族・多文化共生社会を求めています。

　今、声を上げましょう。「ヘイトには
NO!」、よりよい多民族・多文化共生社会を
求めていることを。

労働者の権利が尊重される社会、誰ひとり
ともに生きており、差別のない社会、人権や



ヘイトにNO! 全国キャンペーン
排外主義を許さない共生社会を！京都府市条例を求める市民の集い

～排外主義を許さない多民族・多文化共生社会を私たちの力で～
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 「ヘイトにNO! 全国キャンペーン」大阪集会実行委員会
 ＜構成団体＞
 ▶人種差別撤廃NGOネットワーク（ERDネット）
 ▶RINK
 ▶特定非営利活動法人コリアNGOセンター（連絡先事務局）

（すべての外国人労働者とその家族の人権を守る関西ネットワーク）

4月10日 金

「ヘイトにNO! 全国キャンペーン」大阪集会

3月25日 水日　時 18:30～

お問合せ
E-mail▶untiracism@gmail.com京都府・京都市に有効な

ヘイトスピーチ対策を求める会

主催

日　時

会　場 エルおおさか　会議室708
大阪市中央区北浜東 3ー14

京阪・地下鉄「天満橋駅」から徒歩3分

参加費 1,000円

参加費 1,000円

お問合せ
特定非営利活動法人コリアNGOセンター
TEL▶06-6711-7601　FAX▶06-6711-7606
E-mail▶center@korea-ngo.org

18:30～20 30:

▶基調講演

　 郭辰雄（特定非営利活動法人コリアNGOセンター代表理事）

▶全国キャンペーン行動提起

　小森恵（人種差別撤廃NGOネットワーク・ERDネット）

▶賛同・協力団体からのアピール、他

内　容

場　所 同志社大学
良心館 RY102
地下鉄今出川駅下車徒歩3分

今出川キャンパス内

▶基調講演

　 郭辰雄（特定非営利活動法人コリアNGOセンター代表理事）

▶行動提起

　師岡康子（外国人人権法連絡会事務局長）

▶条例案報告

　主催者から「私案ver2」の提案

内　容

主催

　そして2026年1月23日には関係閣僚会議で「外国人の受入れ・秩序ある共生のための総合的対応策」が決定
されましたが、その多くは「国⺠の安全・安⼼のための取組」として外国⼈への厳格な対応、管理の強化を主と
するものとなっています。

　2025年の参議院選挙を前後して、「治安が悪化する」「生活保護で優遇されている」など外国人に対するウソや
デマの情報が拡散され、外国⼈ヘイトが全国に広がり、⽇本の政治状況にも⼤きな影響を与えました。

　しかし少子高齢化が進むなかで、外国人人口は400万人を超え、今後もますます

2025年9月 御堂筋での移民政策反対デモ

増加していくでしょう。私たちはすでに多様なマイノリティと暮らしており、
そしてこれから多⺠族・多⽂化共⽣の社会を築いていかなければなりません。
　そのための私たちの思いを声として届けるために、『ヘイトにNO!全国キャン
ペーン』が2⽉11⽇より展開されており、その⼀環として⼤阪でも以下の集会を
おこないます。
　ヘイト、差別を許さず、多民族・多文化共生社会の実現に向けたとりくみに
ぜひご協⼒をお願いいたします。
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